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公共交通はなぜ必要なのでしょうか？公共交通はなぜ必要なのでしょうか？

なぜ自治体・地域がなぜ自治体・地域が
取り組まないといけない でし うか？取り組まないといけない でし うか？取り組まないといけないのでしょうか？取り組まないといけないのでしょうか？

そして、どうすればうまくそして、どうすればうまく
確保できるのでし うか？確保できるのでし うか？確保できるのでしょうか？確保できるのでしょうか？
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20002000年代、地域公共交通をめぐる情勢は年代、地域公共交通をめぐる情勢は
大きく変貌した大きく変貌した大きく変貌した大きく変貌した

19401940～～9090年代：国の許認可＋事業者の内部補助年代：国の許認可＋事業者の内部補助19401940 9090年代：国の許認可＋事業者の内部補助年代：国の許認可＋事業者の内部補助
••自治体や地域が意見を挟む余地なし自治体や地域が意見を挟む余地なし
••改善への取り組みが起こりえない改善への取り組みが起こりえない
••欠損補助・空白解消・廃止代替など欠損補助・空白解消・廃止代替など「対策」「対策」の発想の発想

20002000年代：自治体（特に市町村）が主役の時代へ年代：自治体（特に市町村）が主役の時代へ
••国の権限縮小。事業者間競争国の権限縮小。事業者間競争
••自治体による推進を支援する制度枠組が整備自治体による推進を支援する制度枠組が整備
補助から事業主体 まちづくりのための補助から事業主体 まちづくりのための「政策」「政策」として位置づけとして位置づけ

「交通基本法」は総仕上げ？「交通基本法」は総仕上げ？

••補助から事業主体へ。まちづくりのための補助から事業主体へ。まちづくりのための「政策」「政策」として位置づけとして位置づけ
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「交通基本法」は総仕上げ？「交通基本法」は総仕上げ？
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研究の目的研究の目的

（交通基本法を意識し）（交通基本法を意識し）（交通基本法を意識し）（交通基本法を意識し）
地域公共交通の現状に関する課題を整理地域公共交通の現状に関する課題を整理

•10年間の地域公共交通の流れの概括

•地域公共交通活性化・再生法（07年10月施行）の
活用状況の整理活用状況の整理
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地域公共交通の技術革新と制度変更地域公共交通の技術革新と制度変更
送事業 管 鉄軌道/ / 事業者が 営

95年

武蔵野市ム バス
95年

武蔵野市ム バス

運送事業、国の管理 鉄軌道/バス/タクシー 事業者が運営・運行

00・02年

需給調整規制廃止
（規制緩和）

武蔵野市ムーバス
（コミュニティバス）

02年

武蔵野市ムーバス
（企画運営と運行の分離）

02年（規制緩和）

06年

改正道路運送法

02年

小高e-まちタクシー
（デマンド交通）

02年

生活バスよっかいち
（地域による運営）

改正道路運送法
（地域公共交通会議）

07年

06年

富山ライトレール
06年

和歌山電鐵

11年？

年

活性化・再生法
（連携計画、総合事業）

（LRT） （公設民営、運営委員会）

??年 ??年11年？

交通基本法
（移動の権利）

??年

？
??年

？
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（移動 権利）

自治体の交通政策自治体の交通政策 ありとあらゆるモードありとあらゆるモード 地域が運営主体に地域が運営主体に

再生しつつある鉄道の「ツボ」再生しつつある鉄道の「ツボ」

••和歌山電鐵和歌山電鐵

••えちぜん鉄道えちぜん鉄道

••三岐鉄道北勢線三岐鉄道北勢線三岐鉄道北勢線三岐鉄道北勢線

••高松琴平電気鉄道高松琴平電気鉄道
和歌山電鐵株式会社
執行役員兼貴志駅スー
パー駅長「たま」氏（♀）：：

•「たま」や「アテンダント」だけで守れたわけではない
基本 ンテンツ（ダイヤ＜頻度 速度＞ 駅 車両および他

パ 駅長「たま」氏（♀）

•基本コンテンツ（ダイヤ＜頻度・速度＞・駅・車両および他
モードとの連携＜バス、P&R、サイクルトレイン＞）の抜本的
改善を基盤とした 地域での存在感醸成と参画の場づくり改善を基盤とした、地域での存在感醸成と参画の場づくり

廃止されるか再生するかは紙一重の差＜「格差」＞廃止されるか再生するかは紙一重の差＜「格差」＞
→→ その路線に存在意義を見いだしその路線に存在意義を見いだし→→ その路線に存在意義を見いだし、その路線に存在意義を見いだし、

自分たちで守ろうとしたかどうか？（これが共助？）自分たちで守ろうとしたかどうか？（これが共助？）
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0606年改正道路運送法の目玉年改正道路運送法の目玉：：地域公共交通会議地域公共交通会議

【主宰者】
市区町村（複数市区町村共同、都道府県も可）

【構成員】

地域公共交通会議 「市町村の公共交通を「市町村の公共交通を
市町村が自ら決める」市町村が自ら決める」【構成員】

市区町村、住民代表、利用者代表、都道府県、地方運輸局（又は支局）、

旅客自動車運送事業者（又はその団体）、一般乗合旅客自動車運送事業に
係る労働組合の代表者、道路管理者、都道府県警察、学識経験者 等

（地域の実情に応じて）
（※事案によって構成員を変更して分科会形式とすることも可）

市町村が自ら決める」市町村が自ら決める」
ための場（ガバナンス）ための場（ガバナンス）
•特区：地域として必要な路線を

【目 的】
・地域のニーズに即した乗合運送サービスの運行形態（市町村運営バス
の必要性を含む）、サービス水準、運賃等について協議。必要に応じ
て、例えば地域の交通計画を策定
・輸送の安全、旅客の利便の確保方策等を説明（地方運輸局において審査）

協議し認定することで、各種許
可が簡略化・弾力化（運賃・路
線設定・使用車両など）

事業者へ委託する
こととなった場合

事業者によること
が困難な場合

更
新
・変
更

線設 使用車両 ）
※デマンド・プティバスも位置付け
※運賃設定が総括原価方式から
負担検討（自助/共助/公助）へ

79条（旧80条）に基づく
自家用自動車による

有償運送（市町村運営バス）
＜登録（更新制）＞

新4条に基づく乗合事業者による運送
（旧21条コミバス等含む）

＜事業認可又は事業計画変更認可＞

更 負担検討（自助/共助/公助）へ
※事業者路線にも使える（総コミ
バス化が可能）
•地域公共交通網全体のあり方を

○輸送の安全・利便の確保
・一定の講習の修了（運転者）
・運行管理体制、事故処理体制
・運送の対価の掲示義務 等

○事後チェック

○運賃認可の届出化

○道路管理者・警察への意見照会の簡便化

○標準処理機関の短縮
路線変更認可の迅速化 等

•地域公共交通網全体のあり方を
考える場としても活用可能
•住民・利用者・運転手委員の参
画や情報公開原則を活用し 現○事後チェック

・事業改善命令、行政処分 等
・路線変更認可の迅速化 等 画や情報公開原則を活用し、現

場の意見を政策に反映

名古屋大学 加藤博和 10/06/06 6

４協議会：公共交通・福祉交通の４協議会：公共交通・福祉交通の
地域主権を実現する「場地域主権を実現する「場地域主権を実現する「場」地域主権を実現する「場」

地域公共交通会議（06年改正道路運送法）地域公共交通会議（06年改正道路運送法）
有償運送運営協議会（同上）
地域公共交通活性化・再生法定協議会（07年地域公
共交通活性化 再生法）共交通活性化・再生法）

タクシー協議会（09年タクシー適正化・活性化法）

市 村単位 立ち上げ 能－ 市町村単位で立ち上げ可能
－ 現場委員も含めたステークホルダー会議
－ 公開原則とPDCAサイクル

準 緩 （ 「特 ）－ 議決によって運行の基準が緩和（一種の「特区」）

※※使いこなせるかどうか、市町村の戦略（意識と能力）が使いこなせるかどうか、市町村の戦略（意識と能力）が※※使いこなせるかどうか、市町村の戦略（意識と能力）が使いこなせるかどうか、市町村の戦略（意識と能力）が
問われる。・・・とはいえ、かなり高級な道具・・・問われる。・・・とはいえ、かなり高級な道具・・・

※※４つがバラバラではしかたない（例：タクシー協議会で、連携４つがバラバラではしかたない（例：タクシー協議会で、連携
づづ
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計画に基づいて自治体委員が発言できるか？）計画に基づいて自治体委員が発言できるか？）
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地域 共交通 性 生法定協議会地域公共交通活性化・再生法定協議会

地域公共交通総合連携計画（連携計画）地域公共交通総合連携計画（連携計画）

地域公共交通

地域公共交通特定事業

地域公共交通
活性化・再生
総合事業総合事業

新地域旅客運送事業
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活性化・再生法の活用状況活性化・再生法の活用状況
•• 地域公共交通特定事業地域公共交通特定事業・・新地域旅客運送事業新地域旅客運送事業

–活用まだ少ない（軌道1＜富山環状化＞、鉄道再構築3＜福井
鉄道 若桜鉄道 三陸鉄道＞ 新地域1＜日光 水陸両用車＞）鉄道、若桜鉄道、三陸鉄道＞、新地域1＜日光・水陸両用車＞）

•• 地域公共交通活性化・再生総合事業地域公共交通活性化・再生総合事業地域公共交通活性化 再生総合事業地域公共交通活性化 再生総合事業
–3年間で全国市町村の約1/4が活用
–単独市町村ではバスのみ、複数市町村では鉄道のみが多い
複数 ド対象は約 割–複数モード対象は約1割

–合併市町村は非合併市町村の倍近く活用
–タクシーは10年度から対象となったがほとんど知られていない–タクシ は10年度から対象となったがほとんど知られていない

••法定協議会法定協議会法定協議会法定協議会
–バス対象では地域公共交通会議を兼ねた設置が多い
–既存組織からの移行も見られる
他 補助制度を利用するために設置されな 場合も（総合事業

9

–他の補助制度を利用するために設置されない場合も（総合事業
のために設置することが一般的）
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総合事業の認定件数の推移総合事業の認定件数の推移（（1010年年55月月2626日現在）日現在）

08年度 09年度 10年度
調査事業
(連携計画策定)

168 114 82
(連携計画策定)

168 114 82
計画事業
(連携計画実施)

81 259 351
(連携計画実施)

前年度調査事業から計画事
業に移行しなかった件数

20 15
移 件数

前年度計画事業を継続しな
かった件数

2 20
前年度調査事業を経ず計画
事業を開始した件数

44 16
•地域公共交通に関する計画策定と協議会設置が飛躍的に進む
•「連携計画策定→実施」のプロセスもおおむね順調
•一部 総合事業を継続しないところもある（補助申請をしていな
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•一部、総合事業を継続しないところもある（補助申請をしていな
いだけのところも含む）
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連携計画の第三者評価に見る連携計画の第三者評価に見る
自治体間の格差自治体間の格差

•コミバスや３セク鉄道だけでなく、地域公共交通全体を作り直す

自治体間の格差自治体間の格差

•モードの種類にこだわらない

•ネットワークづくりを指向している•ネットワークづくりを指向している

•関係主体が実質的に「連携」「協働」している（事業参画している）

•自治体エリアでなく生活圏単位で検討している

•利用者・住民にうまく参画してもらっている

•目的、そして評価・見直しの考え方がはっきりしている

地域特性を考慮し 顧客の ズに応える地域特性を考慮し、顧客のニーズに応える
（利用者数が多く、満足度が高く、地域のQOLも保障する

ことで 公的補助も正当化しうる）
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ことで、公的補助も正当化しうる）
「ソリューション」がつくれるか？
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活性化・再生法活用における課題活性化・再生法活用における課題

（１）活性化・再生法の目的と市町村の考え方との乖離（１）活性化・再生法の目的と市町村の考え方との乖離
‒ 特定事業・新地域事業 vs 総合事業特定事業 新地域事業 総合事業

‒ 複数市町村・モード vs 単一

‒ 競争力確保 vs 移動制約者対策

（２）地域公共交通政策の目的・目標と（２）地域公共交通政策の目的・目標とPDCAPDCAサイクルサイクル
‒ 上位計画・関連計画で位置付けなし

‒ 評価方法や協議会の持ち方に問題

（３）都道府県の役割（３）都道府県の役割
‒ 改正道路運送法、活性化・再生法では無視

‒ 広域・幹線バス、鉄道が穴に

（４）現場・地域の参画や意見反映（４）現場・地域の参画や意見反映
‒ 意見反映や情報公開が不十分

‒ 市町村・事業者以外の主体の参画と連携にも課題
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まとめ：交通基本法に向けてまとめ：交通基本法に向けて
••「新しい公共」「新しい公共」：現場の参画。自治体の体制・意識と住民
ニーズとの格差を埋めるべく活動する地域組織・NPOの支援
（制度 資金） 根本は自助/共助/公助のバランス（制度・資金）・・根本は自助/共助/公助のバランス
••「活性化・再生法の第一ターゲット」「活性化・再生法の第一ターゲット」：基幹公共交通整備促
進（クルマへの競争力向上＋バリフリ）へのインセンティブ進（クルマ の競争力向上＋バリフリ） のインセンティブ
••「総合事業の主な活用先」「総合事業の主な活用先」：自家用車を使えなくとも移動・
生活できる社会づくりへの支援（既存補助制度の白紙見直し）
••「移動権保障の本命」「移動権保障の本命」：タクシー・NPO有償運送の計画手法・
供給方策の確立（タク適活法と有償運送運営協の役割、法定交
通計画＜連携計画の発展形？＞との関係）通計画＜連携計画の発展形？＞との関係）
••「道路運送法の抜け穴」「道路運送法の抜け穴」：無償運行の位置付け

生存権保障に必要な移動とは何か？•生存権保障に必要な移動とは何か？
•魅力的な移動環境を実現するために何が必要か？

•自治体はどうかかわるべきか？
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•自治体はどうかかわるべきか？
という視点から交通計画を検討・実現する方法論整備が急務
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EE--Mail: kato@genv nagoyaMail: kato@genv nagoya--u ac jpu ac jp
加藤博和 検索検索

EE--Mail: kato@genv.nagoyaMail: kato@genv.nagoya--u.ac.jpu.ac.jp

公共交通戦略立案やコミバス・DRT導入、路線バス改
編などに各地の現場でボランティア参加しています。

意識共有できる方々とならどこへでも出かけて協力しま
す！ ぜひ一緒に頑張りましょう！す！ ぜひ 緒に頑張りましょう！

東海３県の路線バス情報のページ東海３県の路線バス情報のページ東海３県の路線バス情報のペ ジ東海３県の路線バス情報のペ ジ

http://orient.genv.nagoyahttp://orient.genv.nagoya--u.ac.jp/kato/bus/index.htmu.ac.jp/kato/bus/index.htm
東海３県（愛知・岐阜・三重）の路線バス情報、特に、山間地域のバス・過（ 岐 ） 、 、
疎バス・自治体運営バスなど、メジャーなメディアでは分からない情報を重点
に提供

（本資料使用における注意）（本資料使用における注意）（本資料使用における注意）（本資料使用における注意）
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